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研究成果の概要（和文）：　総務省地域おこし協力隊事業を対象に、大都市から地方への人の流れがどう促さ
れ、どういったインパクトを地方、全国の社会構造に対して与えるのか、全国質問紙調査とアクション･リサー
チからアプローチした。結果として、移動後の定着や地域へのインパクトをもたらす動機として、移動先地域と
のつながりや自身のキャリアを活用する志向が重要であった。さらに、市町村と協力隊、地元関係者がともにビ
ジョニングすると、任期終了後の定住率や活性化の実感を高めていた。くわえて任期終了後、移動先地域に定着
する場合、同世代の平均よりも家族形成や自営業に従事する割合が有意に高かった。知見は政策提言したほか国
際的にも注目を集めた。

研究成果の概要（英文）： This study explored the mechanism and impact of rural immigration 
(deurbanisation) which has been promoted by the governmental policy of "community co-builder" since 
2009.The nationwide questionnaires were held at two times and the case studies were held in 9 
prefecturers. These comprehensive researches revealed three main discoveries: 1) Ratio of settlement
 of community co-builders and standardised point of revitalisation tend to high in the case of 
community co-builders who have orientations to utilise their relationships between the target 
communities and their own careers. 2) those indexes tend to high in the case of continual 
co-visioning by the local authorities staff, the stakeholders in communities and community 
co-builders. 3) the ratio of married and self-employed worker of retired community co-builders was 
higher than that of the same generation in target local communities. 
 These findings were appreciated by the national and local governments and international forum. 

研究分野： 社会学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　周辺地域の社会的衰退が人材、生産基盤、自治組織という３つの空洞化にありその再構築が求められるという
社会農学における理論を、現在大規模に展開されている国家プロジェクトである地域おこし協力隊の網羅的な分
析から検証し、すでに展開されつつある人材育成と多業化、関係者によるビジョニングの組合せが、３つの空洞
化を乗り越える効果を挙げつつあることを実証的に明らかにした。
　さらにこの知見を、国、道府県、市町村それぞれの政策当局者に提言し、ビジョニングを中核にした受入態勢
構築の促進や、多業化にむけた人材育成プログラムの展開などに結実しつつある。くわえて東アジア・東南アジ
ア諸国からも注目され共同研究が始動した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 2010 年代に入り大都市から地方への特に若年層の移住傾向｢田園回帰 counter urbanisation｣
が強まっていると指摘されている(小田切徳美『農山村は消滅しない』(2014 年、岩波書店))。
実際に、国･総務省が 2009 年に創設した｢地域おこし協力隊(以下、協力隊)｣の採用者は、2010 年
に 258 名だったのが、14 年には 1,511 名と 1000 人を超え、15 年 2,623 名、16 年 3,978 名と累
増している。その背景には、2015 年度から本格化した地方創生政策でこの制度が中核的な位置
づけを与えられたことがある。その際に注目を集めたのは、3年間の任期終了後、赴任地周辺へ
の定住率が 6 割を超えているという点や定住者の自営業に従事する割合が 3 割に上るといった
点であった。しかし、本来のこの政策の目的は、協力隊を通じた｢地域づくりcommunity building｣
の振興であり、また、田園回帰についても、移住者とともに地域づくりが進む点に着眼がなされ
ていた。そこで本研究では、田園回帰の下でどのような地域づくりが進みうるのか、その隘路と
突破の可能性はどこにあるのかを明らかにするために、移住者のうち特に協力隊の動向に焦点
を当てることにした。 
 
２．研究の目的 
 協力隊を介した｢地域づくり｣の限界と可能性を明らかにすべく、地域づくりに対する標準的
な 3つの着眼点、すなわち、(A)地域における話し合いの場づくり(自治の再生)、(B)地域におけ
る新たな生業の模索(産業基盤の再生)、(C)地域における家族形成や人的交流の活発化(暮らし
の再生)の 3つの着眼点から、協力隊受入の成果を検証するとともに、協力隊を介した｢地域づく
り｣の望ましいあり方を、アクション･リサーチの手法を通じて検討を重ねることとした。 
 
３．研究の方法 
 方法は大きく 2つに分かれる。1つは、協力隊事業の成果を客観的に検証するために、全ての
退任者を対象とした質問紙調査を行った。調査は 2017 年 6 月末時点の退任者を対象とし、該当
する 911 自治体のうち 821 自治体から 1,969 名分の回答を得た。この調査では、総務省や移住･
交流推進機構が行っている同種の調査に対し、次のような新たな項目を加えている。第 1に、協
力隊を介した地域づくりの成果を総合的に評価するために、｢地域の活性化感｣を調査した。具体
的には、協力隊が採用される前を 100 とした時、退任後の地域の状況を絶対評価で質問した。こ
れは内閣府･景気ウォッチャー調査などで採用されている方法の準じたもので、｢地域づくり｣を
評価する観点からは初めて導入されたものである。第 2に、協力隊を受け入れる前の、自治体と
地域の関係者間の協議状況と、受入後の自治体･地域･協力隊による情報交換態勢について尋ね
た。第 3に、協力隊の退任後について複数の所得源をもつかどうかと、家族構成について質問し
た。前者は｢半農半 X｣あるいは｢多業｣と呼ばれ注目されているもので、研究目的にいう(B)の地
域における新たな生業の模索を具体的に跡づけるものである。また後者は、研究目的の(C)を検
証することを目的としている。 
 本研究が採用したもう 1 つの方法はアクション･リサーチである。具体的には、青森県や岩手
県、宮城県、福島県、兵庫県、大分県といった全国各地の自治体の協力を仰ぎ、協力隊受入前、
受入後の双方の局面で、自治体と地域の関係者、さらに協力隊を交えた話し合いの場を持つこと
を促した。話し合いの場では、特に研究目的にいう(A)、すなわち、どのようにすれば話し合い
の場が設けられ、さらに活発化するのか、また、話し合いの場づくりと新たな生業の模索、家族
形成や人的交流の活発化とがどのように関連するのかを明らかにすることを目指した。その際
には研究者として積極的に現場に介入し、その介入のあり方も検証したうえで、さらに望ましい
介入を試行し検証を重ねるというように、現場に介入する研究のあり方について PDCA サイクル
を回すことにした。 

 
４．研究成果 
(1)質問紙調査からみる｢田園回帰｣を通じた地域
社会の変革 
①UIJ ターンだけでない Sターンの可能性 
 まず、協力隊の地域移動の実態は、左図に前住
地と赴任地を示したように、大都市圏のうちでも
圧倒的に東京都から全国の地方への経路が多い。
協力隊の 46.9％は大都市圏出身･前住者になって
いる。これに対して、地方圏出身･大都市圏前住者
は全体の 3％にも満たず、協力隊はいわゆる U タ
ーンの受け皿にはなっていない。他方、図中の北
海道をはじめ愛知、兵庫、広島の各県では県内の
都市部から農村部への移動が見られる。こうした
県内移動は全体の 13.7％を占めている。他に各地
方の拠点都市から農村部への移動も 4.1％見られ
た。したがって協力隊の 2 割弱は地方内部の人口
移動だと言える。さらに、大都市圏出身で赴任地
と同じ県内が前住地となっている例も 7.1％見ら



れた。この例も含めれば、協力隊の 4分の 1は、農村部から見て比較的近い都市圏からの移住者
になる。こうした近距離の田園回帰を｢S ターン｣と呼ぶ(玄田有史)。こうした｢S ターン｣型田園
回帰にも今後、注意を払うべきことがわかった。 

 

②どういった若者が活性化感を高めるのか 
 協力隊の事業評価の指標の核となる｢地域の活性化感｣については、100 と 100-125 がおおむね
3 割、125 以上が 2 割強、100 未満が 2 割弱を占めていた。この 4 段階で指数化すると、平均
2.5(100 のままならば 2)となった。 

 隊員の属性別に見てみると、性別、出身地に
よる有意な差は見られなかった。他方、年齢層
と前職では有意な差が見られ、10･20 代と前職
=学生の場合、他と比べて｢地域の活性化感｣や
市町村内定住率が有意に低かった。地域づくり
については若者の参画が称揚されているが、協
力隊の任期は 3 年であり、3 年程度の時間軸を
もつ地域づくりの場合、経験･知見に欠ける 10･
20 代や新卒の協力隊は成果が上げにくいこと
がわかった。 
 次に、隊員の応募動機別に、｢地域の活性化
感｣、退任直後の市町村内定住率、現職が農業か
自営業である割合を見たものが左図である。 

 これによると、3 つの指標とも安定的に成果を上げているのが、｢地域とのつながりがあった
から(つながり)｣と｢キャリアを生かしたかったから(キャリア)｣であった。注目されるのが｢地
域とのつながりがあったから｣という動機である。①で述べたように U ターン者はそれほど多く
ないとすると、出身以外の関係性の有無が成果を左右する大きな要因となっていることがわか
った。現在進められている｢関係人口｣施策の有効性を裏書きする資料だと評価できる。 
 
③受入態勢づくりの罠 
 他方、関係者による事前の協議や情報交換態勢の
整備(これらを総合して受入態勢と呼ぶ)、また業務
類型については、｢地域の活性化感｣のみ有意な差が
見られた。すなわち、受入態勢がまったくできてい
ない場合や、(自治体以外の)特定の組織の業務に従
事する場合には、｢地域の活性化感｣が有意に低くな
っていた。 
 逆に言えば、受入態勢が十分に構築されていたと
しても顕著に｢地域の活性化感｣や退任直後の市町村
内定住率が高まっていなかった。その要因をうかが
わせるのが右図である。右図は、関係者による事前
協議の程度と情報交換態勢の整備段階ごとに、市町村内定住率の違いをみたものである。事前協
議が十分な場合、情報交換態勢が初めから整っているより、逆にない方が有意に高い。また、情
報交換態勢が途中から整備される場合、どのような事前協議の程度でも、安定的に高い結果が出
ていた。したがって、最も効果的な受入態勢は、途中から整えるものだと言える。この結果は、
後述の(2)のアクション･リサーチからも裏書きされた。受入態勢整備が称揚されればされるほ
ど、とかく形式的な整備にとどまりやすく、それよりも途中から整備される方が、最終的な成果
につながりやすいことがわかった。 
 
④在任経過期間に応じた対応の必要性 

 ｢地域の活性化感｣や退任直後の市町村内定住率、
現職が農業か自営業である割合に最も影響を与えて
いるのは、隊員の在任期間であった。この在任期間
ごとに隊員が現役中に抱えていた悩みが異なってい
た。左図にあるように、収入･貯蓄の悩みを抱える隊
員は、在任期間１年以上ではそれ未満より有意に多
かった。他方、行政との関係や多忙さの悩みを抱え
る隊員の割合は在任期間によらず変わらなかった。
これに対し、地域との関係を抱える隊員は、在任期
間２年以上ではそれ未満よりも有意に少なかった。
したがって、在任経過期間に応じて隊員の悩みにき
め細かに対応する必要があり、特に、行政や地域の
関係者との関係で悩まなくて済むようにする対応が
求められていることがわかった。 
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⑤生業と暮らしの変革の芽 
 最後に隊員の退任直後の現職や家族構成
に注目すると、まず現職については赴任地の
市町村内に定住している場合、農林漁業が
17.4%、自営業が 24.9%に上っていた。この数
字は地方圏でもそれぞれ概ね 10 ポイントほ
ど高くなっており、地方圏でも就業が難しく
なっている生業に、協力隊が積極的に挑戦し
ていることが明らかになった。 
 しかし、農林水産業も自営業も男女比が
7:3 になっており、女性は非正規職に就かざ
るをえなくなっていた。そもそも協力隊全体
の男女比も6:4になっている原因の1つとし
て、地方が男社会であると認識されているこ

とのほかに、協力隊の任期終了後の就業先として有力な農林水産業や自営業が、男性中心の職業
であるという実態があると考えられる。生業という面で、これまでは成立が難しいと考えられて
きた農林水産業や自営業の新たな存続可能性を、協力隊は切り拓いていた。特に、農林水産業と
自営業などを兼ねる｢多業｣例もわずかに 1%ながら見られるなど、これまでの常識に対する挑戦
が着実に始まっていると評価された。しかし、農林水産業や自営業が男性中心であるというジェ
ンダー構造までは、依然として協力隊を介しても解消の見通しが立っていないことがわかった。 
 最後に、協力隊による暮らしの変革に
ついてである。右図にあるように、赴任
地の市町村内に定住した隊員は、同世代
の他地域に定住した隊員と家族構成が有
意に異なっていた。10･20 代と 40代では
夫婦や夫婦と子どもの割合が、30 代では
夫婦と子どもの割合が有意に高かった。
この数字は、地方圏における同世代と比
較しても顕著に多くなっていた。したが
って、赴任地に定住した隊員は地方圏に
おいても家族形成、とりわけ出産にもつ
ながりやすい暮らしを営んでいることが
わかった。この点は、生業だけでなく家
族を中心とする暮らしの面においても、
これまで地方圏では困難とされてきたイ
メージを覆すものである。 
 
 以上のように、隊員が地方圏の地域社会に与えるインパクトは、関係者の主観的な｢地域の活
性化感｣だけでなく、地方圏での生業や暮らしのスタイルの転換をもたらす可能性があるという
意味で、非常に大きなものがあると評価できよう。その一方で、行政や地域との関係に悩む隊員
は決して少なくなく、また、協力隊の受入態勢の形骸化も危惧された。それらの打破の方策は、
以下(2)のアクション･リサーチに手がかりが求められよう。 
 
(2)アクション･リサーチを通じた話し合いの場づくり 
 アクション･リサーチの主要なフィールドは青森県弘前市旧相馬村地区である。旧相馬村地区
は 2006 年に弘前市と合併した人口約 3,000 人の農村地域である。りんご栽培が盛んで若年層も
極端に流出してこなかったが、市町村合併後、人口減少が加速していた。また、1980 年代から
当時の若手りんご農家を中心に｢地域づくり｣が積極的に進められてきたが、その成果の 1 つで
ある村営グリーン･ツーリズム施設の維持管理負担の重さが、市町村合併の要因にもなっていた。 
 筆者は 2012 年 4 月から同地区で協力隊のアクション･リサーチを開始した。当時は青森県内
で協力隊は 1 人も採用されていなかったため、協力隊を契機とした地域づくりの展開プロセス
を検証することを目的とした。 
 
①ビジョニング 尊重の連鎖 
 まず検証したのは、地域づくりの起点となると指摘される、地域のビジョンが共有されるプロ
セスである。協力隊とともに実現すべき地域のビジョンとして、弘前市はグリーン･ツーリズム
の経営再建を掲げた。これに対し、ワークショップの場で住民から示されたのは、それよりも、
地域の生業と生活の基盤であるりんご栽培に対する危機感であり、特に規模拡大や機械化が称
揚される農業政策の下でも、家族経営でりんご栽培が持続可能な状況をいかにして生み出せる
かに関心が集まった。そこで当初、弘前市として計画していたビジョンが撤回され、住民が関心
を寄せる｢家族経営のりんご栽培が持続する村｣が、協力隊とともに実現すべきビジョンとして
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採用された。その結果、年齢層や性別、職業などの違いを超えたさまざまな住民が参加する協議
会が結成され、協力隊とともに地域づくりをあらためて展開する態勢が整えられた。 
 このプロセスから導き出すべきは、地域づくりの起点としてのビジョニングに関する重要な
方法論である。これまで地域づくりのビジョニングについては、行政を主導するかたちで地域課
題が設定され、その課題解決がビジョンとして掲げられることが多いだけでなく、｢うるおい｣や
｢ふれあい｣といった抽象的な概念によって記述されることが少なくなかった。これに対し本事
例でのビジョニングは、地域の課題ではなく理想を掘り下げる議論を通じて導き出されていた。 
 しかも、行政が一旦は提示した案を撤回することにより、地域側の主体性が引き出された。旧
相馬村地区をはじめ、協力隊の採用が期待される条件不利地域は、市町村合併で自治体が消滅し、
その後、さまざまに振興策が講じられてはいるものの、人口減少が逆に加速している地域が少な
くない。そうした地域で住民の主体性が引き出されるには、まず何よりも住民の主体性を期待す
る行政側が、自らの主張を引き下げ、課題設定権を地域側に委ねることが重要だと考えられた。
本研究ではそのように地域の主体性が醸成されるメカニズムを、地域に主体性を期待する側か
ら始まる｢尊重の連鎖｣と名づけた。 
 
②空洞化への気づきと試行錯誤の効果 
 旧相馬村地区では協議会の設立に続いて、筆者は協力隊の募集要項の作成を協議会として進
めることを提案した。募集要項には、地域のビジョンにもとづく協力隊の業務すなわちミッショ
ンが書き込まれる。さらに、報酬や住居などの手当ても記載する必要がある。このようにビジョ
ンとミッションとを関連付けるだけでなく、報酬や住居について地域の関係者が行政とともに
共有することが重要だと考えられた。これにより、地域の生活水準からすれば決して安くはない
協力隊の標準報酬について、地域内で不必要な摩擦が回避された。 
 そのうえで特に重要だと考えられたのが住居の準備であった。旧相馬村地区も多くの条件不
利地域と同様、空き家が数多くある。しかし実際に賃貸可能にするには、片付けや修繕、さらに
権利関係の確定などの作業が必要である。旧相馬村地区ではその一連の作業を協議会で進めた。
その結果まず、住民が自明視していたほど地域の人間関係は濃密･良好ではなく、権利関係を調
整するのにも多大な時間と労力が必要であることがわかった。地域の自治機能の空洞化が、住民
自身にも自覚された。そのうえで、空き家を賃貸可能な状態にする共同事業の試行錯誤に成功し
たことで、地域づくりを推進する関係性があらためて構築された。本研究はこの過程を｢試行錯
誤の共有による地域の再構築｣と名づけた。 
 
③協力隊とのチーム･ビルディング 
 次のアクション･リサーチの転機は隊員採用後に訪れた。地域で共有されたビジョンに関連づ
けられたミッションの遂行を求められた隊員は、着任翌日から円滑に活動を展開できていた。実
際に 1年後には起業･定住を果たした。しかし彼から指摘されたのは、彼にとってはそのビジョ
ンやミッションも与えられたものにすぎず、最後まで地域の一員になった感覚を得られなかっ
たという点である。このことからビジョニングとそれにもとづくミッションの設定は重要であ
るものの、採用後に協力隊とともにあらためてビジョニングをし直し、ミッションを再設定する
ことによってこそ、隊員も地域の一員になりうると考えられた。そのプロセスを本研究では｢チ
ーム･ビルディング｣と呼んで、形骸化しやすい受入態勢構築に対する警鐘と位置づけた。 
 
④ジェンダー 
 旧相馬地区では実際に、隊員とともに地域のビジョンが次のように再検討された。りんご栽培
が盛んで地域づくりの主要メンバーを男性りんご農家が占めている。しかし、人口比ではりんご
農家以外が、また女性が 6割に上る。協力隊からこの事実をあらためて気づかされ、協議会では
｢非農家・女性が活躍できる場づくり｣がもう 1つの地域のビジョンとして共有された。これを踏
まえ、新たな協力隊が募集･採用され、ビジョンを実現するためのミッションが展開されている。 
 
③多業という生業、地域内経済循環 
 旧相馬村地区の協力隊はまた地域の生業や暮らしにも新たな知見を与えた。生業については、
起業などの戦略的対象が地域外に漏出している需要にあるということが協力隊の起業･就業経験
から導き出され、現在注目されている地域経済循環論との接続可能性が開かれた。また、暮らし
については、地域の出身者とのつながりの生み出し方やそのつながりを移住にまで展開してい
く方法が具体的に編み出され、いわゆる｢関係人口｣の推計手法に結実した。 
 
 以上の｢尊重の連鎖によるビジョニング｣、｢試行錯誤の共有による地域の再構築｣、｢協力隊と
地域･行政とのチーム･ビルディング｣、｢ビジョン･ミッションの柔軟な再構築｣などの手法は、そ
の他のアクション･リサーチの現場でもフィードバックとブラッシュアップされた。 
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